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平成23年度 第６回 大阪府河川整備委員会 治水専門部会 議事概要

日　時　：平成24年1月26日（木）18:30～19:45
場　所　：大阪府公館　会議室
出席者　：多々納部会長、田中丸委員、中谷委員、堀委員長、道奥委員　計５名
まとめ　：

	◆一級河川西除川の当面の治水目標の設定について
〇西除川については、80㎜程度対応（1/100）、三津屋川については、現行の治水能力である80㎜程度対応（1/100）を、当面の治水目標の部会案とし委員会に報告することは了承。
○ただし、報告時に、狭山池ダム上流での家屋浸水はないものの危険度Ⅲの発生地域における現在の土地利用形態等や今後の土地利用の対応等に関する考え方を説明すること。


概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
（1） 一級河川西除川の当面の治水目標の設定について
○65㎜程度対応河道において、65㎜程度の降雨により人的被害は発生していないが、危険度Ⅱの被害額が発生している理由は。
●狭山池ダム上流部の一部区間において、人的被害の対象となる家屋浸水が発生しないため治水対策は行わないものの事業所や農地、公共土木施設の被害が発生したため。
なお、この考え方は「今後の治水対策の進め方」に基づいており、昨年度の槇尾川の審議でも同様の考え方で行っている。
○事業所や農地の被害とはいえ、例えば、駐車場のように水が引けば使用が可能となるものもあれば、そうでないものもあるなど、被害実態にも差異があるので、もう少し浸水想定区域内の土地利用の実態や事業所の内容等の詳細な資料を準備してほしい。
●次回報告する。

○今回、人的被害はないが、危険度Ⅲが発生しており、現況の土地利用は農地が中心とはいえ、将来、土地利用形態が変わり住宅が建てられることも考えられ、治水対策をしないならば、災害危険区域の指定など土地利用の制限を考え、説明すべきでは。
●災害危険区域の指定などについては、引き続き関係部局と協議していくが、当面は、市町村の建築部局や開発部局などに窓口での洪水リスクの開示・周知を働きかけ、注意喚起を促していく。
○滋賀県でも、同様に宅地開発されない条例化を目指しているが、氾濫解析結果に基づいてどこまで規制ができるのかといった課題もあるため、まずは開発指導担当部局への働きかけが現実的な対応と思われる。
○資料１の36頁において、80㎜程度対応河道に対する80㎜程度と90㎜程度の危険度Ⅱの浸水面積が、あまりにも大差がついているように思うが、この要因は。
●80㎜程度対応河道では、80㎜では堤防ぎりぎりを流下するものの、90㎜では溢水し、浸水範囲が拡大するため。

○治水手法の仮設定で遊水地案があるが、今回で言えば、遊水地として農地を売却する所有者と、治水対策をしない区間では農地の浸水リスクを有する所有者がおられることから、実現性に乏しいのでは。
○狭山池ダム下流では浸水被害は出ないのか？

●現況河道で80㎜程度の降雨でわずかに被害が生じるのみ（資料１の16頁参照）で80㎜程度対応区間も残りわずかな状況、90㎜程度での氾濫解析結果も含めて、次回報告する。
○三津屋川の浸水被害はどうなのか？
●既に80㎜程度対応済みで余裕高もあることから、90㎜程度の降雨でも河川氾濫は発生しない。

○西除川については、80㎜程度対応（1/100）、三津屋川については、現行の治水能力である80㎜程度対応（1/100）を、当面の治水目標の部会案とし委員会に報告することは了承。
ただし、報告時に、狭山池ダム上流での家屋浸水はないものの危険度Ⅲの発生地域における現在の土地利用形態等や今後の土地利用の対応等に関する考え方を説明すること。
